
        

新新新新新新新新庁庁庁庁庁庁庁庁舎舎舎舎舎舎舎舎整整整整整整整整備備備備備備備備基基基基基基基基本本本本本本本本構構構構構構構構想想想想想想想想        

 

    

４４４４    新庁舎の事業規模（概算事業費）について新庁舎の事業規模（概算事業費）について新庁舎の事業規模（概算事業費）について新庁舎の事業規模（概算事業費）について    
    

（１）（１）（１）（１）事業費算定の考え方事業費算定の考え方事業費算定の考え方事業費算定の考え方        ～想定する事業費～～想定する事業費～～想定する事業費～～想定する事業費～    

    

庁舎の事業規模（事業費）については、整備手法等により事業費の庁舎の事業規模（事業費）については、整備手法等により事業費の庁舎の事業規模（事業費）については、整備手法等により事業費の庁舎の事業規模（事業費）については、整備手法等により事業費の算定算定算定算定額が変わ額が変わ額が変わ額が変わ

りますりますりますりますが、新庁舎の適切な規模の整備を行い事業費の低廉化に努めが、新庁舎の適切な規模の整備を行い事業費の低廉化に努めが、新庁舎の適切な規模の整備を行い事業費の低廉化に努めが、新庁舎の適切な規模の整備を行い事業費の低廉化に努めることが望まれることが望まれることが望まれることが望まれ

ますますますます。。。。    

財源については、財源については、財源については、財源については、庁舎整備に有利な「合併特例債」を活用庁舎整備に有利な「合併特例債」を活用庁舎整備に有利な「合併特例債」を活用庁舎整備に有利な「合併特例債」を活用するとともに、「庁舎するとともに、「庁舎するとともに、「庁舎するとともに、「庁舎

等等等等建設建設建設建設基金基金基金基金」及び「一般財源」を充てること」及び「一般財源」を充てること」及び「一般財源」を充てること」及び「一般財源」を充てることが考えられますが考えられますが考えられますが考えられます。。。。特に、特に、特に、特に、事業費に対す事業費に対す事業費に対す事業費に対す

る財源の裏付けを明確にる財源の裏付けを明確にる財源の裏付けを明確にる財源の裏付けを明確にするするするするとともに、将来にわたとともに、将来にわたとともに、将来にわたとともに、将来にわたりりりり健全健全健全健全なななな財政財政財政財政をををを堅持堅持堅持堅持することがすることがすることがすることが

望まれるため望まれるため望まれるため望まれるため、設計段階においてより詳細な分析と検討が必要、設計段階においてより詳細な分析と検討が必要、設計段階においてより詳細な分析と検討が必要、設計段階においてより詳細な分析と検討が必要になります。になります。になります。になります。    

            

①①①①     概算工事費概算工事費概算工事費概算工事費のののの算出における条件等算出における条件等算出における条件等算出における条件等についてについてについてについて    
    

具体的な事業費の算出については、「基本設計」、「実施設計」において積算具体的な事業費の算出については、「基本設計」、「実施設計」において積算具体的な事業費の算出については、「基本設計」、「実施設計」において積算具体的な事業費の算出については、「基本設計」、「実施設計」において積算

することになすることになすることになすることになりますりますりますりますが、この段階での概算事業費を示す必要があることから、最が、この段階での概算事業費を示す必要があることから、最が、この段階での概算事業費を示す必要があることから、最が、この段階での概算事業費を示す必要があることから、最

近建設（計画）した庁舎を参考に近建設（計画）した庁舎を参考に近建設（計画）した庁舎を参考に近建設（計画）した庁舎を参考にするとともに、するとともに、するとともに、するとともに、建物本体工事費の他、建物本体工事費の他、建物本体工事費の他、建物本体工事費の他、仮設庁舎仮設庁舎仮設庁舎仮設庁舎

費や解体工事等、費や解体工事等、費や解体工事等、費や解体工事等、様々な費用について想定し様々な費用について想定し様々な費用について想定し様々な費用について想定し、概算事業費を算出します。、概算事業費を算出します。、概算事業費を算出します。、概算事業費を算出します。    

なお、なお、なお、なお、「本体工事費」については、その施設の施設規模をはじめ、構造や「本体工事費」については、その施設の施設規模をはじめ、構造や「本体工事費」については、その施設の施設規模をはじめ、構造や「本体工事費」については、その施設の施設規模をはじめ、構造や耐震耐震耐震耐震

機能、さらには、機能、さらには、機能、さらには、機能、さらには、デザイン、仕様によって差異が生じデザイン、仕様によって差異が生じデザイン、仕様によって差異が生じデザイン、仕様によって差異が生じます。ます。ます。ます。    

前章までの内容を踏まえ、前章までの内容を踏まえ、前章までの内容を踏まえ、前章までの内容を踏まえ、次次次次のとおりのとおりのとおりのとおり算出における算出における算出における算出における条件を設定します。条件を設定します。条件を設定します。条件を設定します。    

    

    

    

新庁舎の規模は、新庁舎の規模は、新庁舎の規模は、新庁舎の規模は、必要面積を必要面積を必要面積を必要面積を前提とし、構造は前提とし、構造は前提とし、構造は前提とし、構造は、想定する、想定する、想定する、想定する階数（高さ）で最階数（高さ）で最階数（高さ）で最階数（高さ）で最

も一般的であるも一般的であるも一般的であるも一般的である「「「「鉄骨鉄筋コンクリ－ト造鉄骨鉄筋コンクリ－ト造鉄骨鉄筋コンクリ－ト造鉄骨鉄筋コンクリ－ト造」を」を」を」を想定します。想定します。想定します。想定します。    

    

[[[[延床面積延床面積延床面積延床面積]]]]：：：：    15151515,000 ,000 ,000 ,000 ㎡㎡㎡㎡    

[[[[建物階数建物階数建物階数建物階数]]]]：：：：    地上地上地上地上６６６６～～～～７７７７階、地下なし階、地下なし階、地下なし階、地下なし    

[[[[構構構構            造造造造]]]]：：：：    鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）    

    

    
    

防災拠点施設として位置防災拠点施設として位置防災拠点施設として位置防災拠点施設として位置付ける庁舎は、その機能の確保付ける庁舎は、その機能の確保付ける庁舎は、その機能の確保付ける庁舎は、その機能の確保がががが要求されます。要求されます。要求されます。要求されます。    

耐震安全性の分類の中で新庁舎の構造体は「Ⅰ類」が要求され、その機能を耐震安全性の分類の中で新庁舎の構造体は「Ⅰ類」が要求され、その機能を耐震安全性の分類の中で新庁舎の構造体は「Ⅰ類」が要求され、その機能を耐震安全性の分類の中で新庁舎の構造体は「Ⅰ類」が要求され、その機能を

確保するため「重要度係数」により構造体強度の割増しが定められています。確保するため「重要度係数」により構造体強度の割増しが定められています。確保するため「重要度係数」により構造体強度の割増しが定められています。確保するため「重要度係数」により構造体強度の割増しが定められています。    

 

 

 

 

    

    

    

 

建築物の構造耐力について、建築基準法で定める最低限の基準数値に、建物

の用途別に割増を行うものです。割増を行うことにより耐久性を増大させ、災

害時における建物の機能維持、人命安全を確保することになります。 

重要度係数とは重要度係数とは重要度係数とは重要度係数とは？？？？ 

＜用語解説＞＜用語解説＞＜用語解説＞＜用語解説＞    

【耐震安全性】【耐震安全性】【耐震安全性】【耐震安全性】 

【新庁舎の規模・構造】【新庁舎の規模・構造】【新庁舎の規模・構造】【新庁舎の規模・構造】 

————    ７３７３７３７３    ————    



        

新新新新新新新新庁庁庁庁庁庁庁庁舎舎舎舎舎舎舎舎整整整整整整整整備備備備備備備備基基基基基基基基本本本本本本本本構構構構構構構構想想想想想想想想        

 

    

    ＜＜＜＜耐震性能および重要度係数耐震性能および重要度係数耐震性能および重要度係数耐震性能および重要度係数＞＞＞＞    
    

耐震安全性の分類耐震安全性の分類耐震安全性の分類耐震安全性の分類    耐震安全性の目標耐震安全性の目標耐震安全性の目標耐震安全性の目標    保有すべき性能保有すべき性能保有すべき性能保有すべき性能    重要度係数重要度係数重要度係数重要度係数    

＜＜＜＜Ⅰ類Ⅰ類Ⅰ類Ⅰ類＞＞＞＞    
特に構造体の耐震特に構造体の耐震特に構造体の耐震特に構造体の耐震    

性能の向上を図る性能の向上を図る性能の向上を図る性能の向上を図る    

べき施設べき施設べき施設べき施設    

大地震動後、構造体の補修をするこ大地震動後、構造体の補修をするこ大地震動後、構造体の補修をするこ大地震動後、構造体の補修をするこ    

となく建築物を使用できることをとなく建築物を使用できることをとなく建築物を使用できることをとなく建築物を使用できることを    

目標とし、人命の安全確保に加えて目標とし、人命の安全確保に加えて目標とし、人命の安全確保に加えて目標とし、人命の安全確保に加えて    

十分な機能確保が図られる。十分な機能確保が図られる。十分な機能確保が図られる。十分な機能確保が図られる。    

大地震動に対し大地震動に対し大地震動に対し大地震動に対して無被害あるて無被害あるて無被害あるて無被害ある    

いは軽微な損傷に止まり、直いは軽微な損傷に止まり、直いは軽微な損傷に止まり、直いは軽微な損傷に止まり、直    

ちに補修を必要とするようなちに補修を必要とするようなちに補修を必要とするようなちに補修を必要とするような    

耐力低下を招くことがない。耐力低下を招くことがない。耐力低下を招くことがない。耐力低下を招くことがない。    

１．５１．５１．５１．５    

＜＜＜＜Ⅱ類Ⅱ類Ⅱ類Ⅱ類＞＞＞＞    
構造体の耐震性能構造体の耐震性能構造体の耐震性能構造体の耐震性能    

の向上を図るべきの向上を図るべきの向上を図るべきの向上を図るべき    

施設施設施設施設    

大地震動後、構造体の大きな補修を大地震動後、構造体の大きな補修を大地震動後、構造体の大きな補修を大地震動後、構造体の大きな補修を    

することなく建築物を使用できるすることなく建築物を使用できるすることなく建築物を使用できるすることなく建築物を使用できる    

ことを目標とし、人命の安全確保にことを目標とし、人命の安全確保にことを目標とし、人命の安全確保にことを目標とし、人命の安全確保に    

加えて機能確保が図られる。加えて機能確保が図られる。加えて機能確保が図られる。加えて機能確保が図られる。    

大地震動に対し比較的小さな大地震動に対し比較的小さな大地震動に対し比較的小さな大地震動に対し比較的小さな    

損傷に止まり、直ちに大きな損傷に止まり、直ちに大きな損傷に止まり、直ちに大きな損傷に止まり、直ちに大きな    

補修を必要とするような耐力補修を必要とするような耐力補修を必要とするような耐力補修を必要とするような耐力    

低下を招くことがない。低下を招くことがない。低下を招くことがない。低下を招くことがない。    

１．２５１．２５１．２５１．２５    

＜＜＜＜Ⅲ類Ⅲ類Ⅲ類Ⅲ類＞＞＞＞    
建築基準法に基づ建築基準法に基づ建築基準法に基づ建築基準法に基づ    

く耐震性能を確保く耐震性能を確保く耐震性能を確保く耐震性能を確保    

する施設する施設する施設する施設    

大地震動により構造体の部分的な大地震動により構造体の部分的な大地震動により構造体の部分的な大地震動により構造体の部分的な    

損傷は生じるが、損傷は生じるが、損傷は生じるが、損傷は生じるが、建築物全体の耐力建築物全体の耐力建築物全体の耐力建築物全体の耐力    

の低下は著しくないことを目標との低下は著しくないことを目標との低下は著しくないことを目標との低下は著しくないことを目標と    

し、人命の安全確保が図られる。し、人命の安全確保が図られる。し、人命の安全確保が図られる。し、人命の安全確保が図られる。    

    

大地震動に対して部分的な損大地震動に対して部分的な損大地震動に対して部分的な損大地震動に対して部分的な損    

傷は生じるものの、倒壊、部傷は生じるものの、倒壊、部傷は生じるものの、倒壊、部傷は生じるものの、倒壊、部    

分倒壊などの大きな損傷は発分倒壊などの大きな損傷は発分倒壊などの大きな損傷は発分倒壊などの大きな損傷は発    

生せず、著しい耐力低下を招生せず、著しい耐力低下を招生せず、著しい耐力低下を招生せず、著しい耐力低下を招    

くことがない。くことがない。くことがない。くことがない。    

１，０１，０１，０１，０    

※※※※官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説よりよりよりより    
 

 

    
    

耐震性能については、耐震性能については、耐震性能については、耐震性能については、次の次の次の次の3333つの構造体つの構造体つの構造体つの構造体について概算工事を試算し、比較検討について概算工事を試算し、比較検討について概算工事を試算し、比較検討について概算工事を試算し、比較検討

しししします。ます。ます。ます。    

    

    

新庁舎を防災拠点と位置付けることにより、耐震安全性は、重要度係数新庁舎を防災拠点と位置付けることにより、耐震安全性は、重要度係数新庁舎を防災拠点と位置付けることにより、耐震安全性は、重要度係数新庁舎を防災拠点と位置付けることにより、耐震安全性は、重要度係数1.51.51.51.5相相相相

当の確保が必要で当の確保が必要で当の確保が必要で当の確保が必要でありまありまありまあります。す。す。す。    

耐震性能別に算出した概算工事費耐震性能別に算出した概算工事費耐震性能別に算出した概算工事費耐震性能別に算出した概算工事費は次のとおりです。は次のとおりです。は次のとおりです。は次のとおりです。    

    

＜＜＜＜躯体の構造種別による概算工事費の比較躯体の構造種別による概算工事費の比較躯体の構造種別による概算工事費の比較躯体の構造種別による概算工事費の比較＞＞＞＞ 

 

項項項項            目目目目    耐震耐震耐震耐震構造構造構造構造    制震制震制震制震構造構造構造構造    免震構造免震構造免震構造免震構造    

【共【共【共【共            通】通】通】通】 

○○○○延床面積延床面積延床面積延床面積：：：：11115555,000 ,000 ,000 ,000 ㎡㎡㎡㎡    

○○○○構構構構        造造造造：：：：鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）    

○○○○重要度係数重要度係数重要度係数重要度係数は、１．５は、１．５は、１．５は、１．５相当相当相当相当とする。とする。とする。とする。    

○○○○建物仕様建物仕様建物仕様建物仕様等は、前項の等は、前項の等は、前項の等は、前項の標準仕様標準仕様標準仕様標準仕様とする。とする。とする。とする。 

㎡㎡㎡㎡    単単単単    価価価価    ３０５３０５３０５３０５千円千円千円千円    ３２０３２０３２０３２０千円千円千円千円    ３３５３３５３３５３３５千円千円千円千円    

概算工事費概算工事費概算工事費概算工事費    4,575,0004,575,0004,575,0004,575,000千円千円千円千円    4,800,0004,800,0004,800,0004,800,000千円千円千円千円    5,025,0005,025,0005,025,0005,025,000千円千円千円千円    

耐震構造耐震構造耐震構造耐震構造・・・・    制震構造制震構造制震構造制震構造・・・・免震構造免震構造免震構造免震構造 

【耐震性能】【耐震性能】【耐震性能】【耐震性能】 

————    ７４７４７４７４    ————    



        

新新新新新新新新庁庁庁庁庁庁庁庁舎舎舎舎舎舎舎舎整整整整整整整整備備備備備備備備基基基基基基基基本本本本本本本本構構構構構構構構想想想想想想想想        

 

    

    

    

概算工事費算出のための条件を概算工事費算出のための条件を概算工事費算出のための条件を概算工事費算出のための条件を次次次次のとおり設定します。仕様のとおり設定します。仕様のとおり設定します。仕様のとおり設定します。仕様内容内容内容内容については、建については、建については、建については、建

築築築築工事工事工事工事においての標準的なものとしにおいての標準的なものとしにおいての標準的なものとしにおいての標準的なものとします。ます。ます。ます。    

    

＜建築工事に関する仕様＜建築工事に関する仕様＜建築工事に関する仕様＜建築工事に関する仕様内容内容内容内容等＞等＞等＞等＞    

項項項項        目目目目    仕仕仕仕    様様様様    内内内内    容容容容    

【建設場所による制約】【建設場所による制約】【建設場所による制約】【建設場所による制約】    ：市街地、寒冷地の仕様とする。：市街地、寒冷地の仕様とする。：市街地、寒冷地の仕様とする。：市街地、寒冷地の仕様とする。    

【【【【地 下 階 の 有地 下 階 の 有地 下 階 の 有地 下 階 の 有 無無無無】】】】    ：地下階は想定しない。：地下階は想定しない。：地下階は想定しない。：地下階は想定しない。    

【基【基【基【基                            礎】礎】礎】礎】    ：杭工有とする。：杭工有とする。：杭工有とする。：杭工有とする。    

【躯【躯【躯【躯        体（構体（構体（構体（構    造）】造）】造）】造）】    ：鉄骨鉄筋コンクリート造（：鉄骨鉄筋コンクリート造（：鉄骨鉄筋コンクリート造（：鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC SRC SRC SRC 造）とする。造）とする。造）とする。造）とする。    

【仕【仕【仕【仕    上上上上    げ】げ】げ】げ】    

屋屋屋屋    根根根根    ：コンクリート造とする。：コンクリート造とする。：コンクリート造とする。：コンクリート造とする。    

外外外外    壁壁壁壁    ：タイル張り及び塗装仕上げとする。：タイル張り及び塗装仕上げとする。：タイル張り及び塗装仕上げとする。：タイル張り及び塗装仕上げとする。    

窓窓窓窓    ：外部開口部はアルミサッシとする。：外部開口部はアルミサッシとする。：外部開口部はアルミサッシとする。：外部開口部はアルミサッシとする。((((寒冷地仕様寒冷地仕様寒冷地仕様寒冷地仕様))))    

【内【内【内【内            装】装】装】装】    

床床床床    ：タイルカーペット、ビニル床シート：タイルカーペット、ビニル床シート：タイルカーペット、ビニル床シート：タイルカーペット、ビニル床シート    

壁壁壁壁    ：クロス、塗装、木：クロス、塗装、木：クロス、塗装、木：クロス、塗装、木    

天井天井天井天井    ：岩綿吸音板：岩綿吸音板：岩綿吸音板：岩綿吸音板    

※なお、内容については、地場産材を活用した木質化を前提※なお、内容については、地場産材を活用した木質化を前提※なお、内容については、地場産材を活用した木質化を前提※なお、内容については、地場産材を活用した木質化を前提

とする。とする。とする。とする。    

    

＜電気・機械設備・防災拠点施設設備工事に関する仕様＜電気・機械設備・防災拠点施設設備工事に関する仕様＜電気・機械設備・防災拠点施設設備工事に関する仕様＜電気・機械設備・防災拠点施設設備工事に関する仕様内容内容内容内容等＞等＞等＞等＞    

項項項項        目目目目    仕仕仕仕    様様様様    内内内内    容容容容    

【電気設備関係】【電気設備関係】【電気設備関係】【電気設備関係】    
照明照明照明照明    

：蛍光灯を主体とする。部分的に「ＬＥＤ」や人：蛍光灯を主体とする。部分的に「ＬＥＤ」や人：蛍光灯を主体とする。部分的に「ＬＥＤ」や人：蛍光灯を主体とする。部分的に「ＬＥＤ」や人

感センサーを採用する。感センサーを採用する。感センサーを採用する。感センサーを採用する。    

    なお、電気容量は、一般オフィス同等（なお、電気容量は、一般オフィス同等（なお、電気容量は、一般オフィス同等（なお、電気容量は、一般オフィス同等（0.180.180.180.18ＫＶＡ／ＫＶＡ／ＫＶＡ／ＫＶＡ／

㎡㎡㎡㎡程度）とする。程度）とする。程度）とする。程度）とする。    

その他の設備その他の設備その他の設備その他の設備    ：太陽光発電設備の導入を想定する。：太陽光発電設備の導入を想定する。：太陽光発電設備の導入を想定する。：太陽光発電設備の導入を想定する。    

【空調設備関係】【空調設備関係】【空調設備関係】【空調設備関係】    

：エリア毎の冷暖房切替方式とする。：エリア毎の冷暖房切替方式とする。：エリア毎の冷暖房切替方式とする。：エリア毎の冷暖房切替方式とする。    

空調面積率は、延床面積の空調面積率は、延床面積の空調面積率は、延床面積の空調面積率は、延床面積の75757575％程度％程度％程度％程度    

：換気は、機械換気とし、自然換気を有効に利用：換気は、機械換気とし、自然換気を有効に利用：換気は、機械換気とし、自然換気を有効に利用：換気は、機械換気とし、自然換気を有効に利用

する。する。する。する。    

【衛生設備関係】【衛生設備関係】【衛生設備関係】【衛生設備関係】    

給水給水給水給水    ：上水道及び雨水の利用を想定する。：上水道及び雨水の利用を想定する。：上水道及び雨水の利用を想定する。：上水道及び雨水の利用を想定する。    

排水排水排水排水    ：下水道の利用を想定する。：下水道の利用を想定する。：下水道の利用を想定する。：下水道の利用を想定する。    

衛生衛生衛生衛生    ：節水型の器具とする。：節水型の器具とする。：節水型の器具とする。：節水型の器具とする。    

【昇降機設備関係】【昇降機設備関係】【昇降機設備関係】【昇降機設備関係】    

：標準タイプを採用し、身障者対応とする。：標準タイプを採用し、身障者対応とする。：標準タイプを採用し、身障者対応とする。：標準タイプを採用し、身障者対応とする。    

    なお、設置数については、荷物用も含めその必なお、設置数については、荷物用も含めその必なお、設置数については、荷物用も含めその必なお、設置数については、荷物用も含めその必

要性について、十分な検討が必要である。要性について、十分な検討が必要である。要性について、十分な検討が必要である。要性について、十分な検討が必要である。    

【防災拠点施設設備関係】【防災拠点施設設備関係】【防災拠点施設設備関係】【防災拠点施設設備関係】    ：非常用発電機及び大型受水槽、備蓄倉庫などを：非常用発電機及び大型受水槽、備蓄倉庫などを：非常用発電機及び大型受水槽、備蓄倉庫などを：非常用発電機及び大型受水槽、備蓄倉庫などを

想定する。想定する。想定する。想定する。    

【【【【概算工事費算出のための条件概算工事費算出のための条件概算工事費算出のための条件概算工事費算出のための条件】】】】 

————    ７５７５７５７５    ————    



        

新新新新新新新新庁庁庁庁庁庁庁庁舎舎舎舎舎舎舎舎整整整整整整整整備備備備備備備備基基基基基基基基本本本本本本本本構構構構構構構構想想想想想想想想        

 

    

（（（（２２２２））））概算事業費の算出概算事業費の算出概算事業費の算出概算事業費の算出    

    

近年の同規模の庁舎における㎡当りの単価は別紙参考資料のとおり近年の同規模の庁舎における㎡当りの単価は別紙参考資料のとおり近年の同規模の庁舎における㎡当りの単価は別紙参考資料のとおり近年の同規模の庁舎における㎡当りの単価は別紙参考資料のとおりとなってとなってとなってとなって

いますいますいますいます。。。。    

ここでは、県内における先進市（ここでは、県内における先進市（ここでは、県内における先進市（ここでは、県内における先進市（別添別添別添別添資料）の資料）の資料）の資料）の本体工事費算出額本体工事費算出額本体工事費算出額本体工事費算出額をををを参考に参考に参考に参考にしなしなしなしな

がらがらがらがら、、、、耐震化や耐震化や耐震化や耐震化や自然エネルギー等の導入を見据え、自然エネルギー等の導入を見据え、自然エネルギー等の導入を見据え、自然エネルギー等の導入を見据え、㎡単価を㎡単価を㎡単価を㎡単価を「「「「33.533.533.533.5万円／㎡」万円／㎡」万円／㎡」万円／㎡」

と想定して概算事業費を算出と想定して概算事業費を算出と想定して概算事業費を算出と想定して概算事業費を算出しますしますしますします。。。。    

                なお、なお、なお、なお、構造躯体は構造躯体は構造躯体は構造躯体は、、、、鉄骨鉄筋コンクリート造とし、建物の仕様鉄骨鉄筋コンクリート造とし、建物の仕様鉄骨鉄筋コンクリート造とし、建物の仕様鉄骨鉄筋コンクリート造とし、建物の仕様内容内容内容内容はははは、、、、標準的標準的標準的標準的

な仕様とします。な仕様とします。な仕様とします。な仕様とします。    

    
耐震性能項 
 

施設の規模・構造等に関するこれまでの検討内容を踏まえ、また、本体以外の工事費施設の規模・構造等に関するこれまでの検討内容を踏まえ、また、本体以外の工事費施設の規模・構造等に関するこれまでの検討内容を踏まえ、また、本体以外の工事費施設の規模・構造等に関するこれまでの検討内容を踏まえ、また、本体以外の工事費

にあっては一般的な事例等から算出した場合にあっては一般的な事例等から算出した場合にあっては一般的な事例等から算出した場合にあっては一般的な事例等から算出した場合のののの概算事業費概算事業費概算事業費概算事業費であります。であります。であります。であります。    
 

区区区区    分分分分    数数数数        量量量量    
単単単単        価価価価    

（（（（千千千千円円円円////㎡）㎡）㎡）㎡）    

概算事業費概算事業費概算事業費概算事業費    

（（（（単位：千円）単位：千円）単位：千円）単位：千円）    
備備備備    考考考考    

本体工事費本体工事費本体工事費本体工事費    15,00015,00015,00015,000㎡㎡㎡㎡    335335335335    5,025,0005,025,0005,025,0005,025,000    ※免震構造とした場合※免震構造とした場合※免震構造とした場合※免震構造とした場合    

外構工事費外構工事費外構工事費外構工事費    一式一式一式一式        87,49587,49587,49587,495    

※敷地面積から新庁舎※敷地面積から新庁舎※敷地面積から新庁舎※敷地面積から新庁舎

建築面積を除いた面積建築面積を除いた面積建築面積を除いた面積建築面積を除いた面積    

（現敷地（現敷地（現敷地（現敷地7,2437,2437,2437,243㎡－想㎡－想㎡－想㎡－想

定建築面積定建築面積定建築面積定建築面積2222,,,,555500000000㎡）㎡）㎡）㎡）    

設計監理費設計監理費設計監理費設計監理費    一式一式一式一式        115,160115,160115,160115,160    
※埋蔵文化調査・地質調※埋蔵文化調査・地質調※埋蔵文化調査・地質調※埋蔵文化調査・地質調

査・電波障害含む査・電波障害含む査・電波障害含む査・電波障害含む    

仮設庁舎費仮設庁舎費仮設庁舎費仮設庁舎費    
1,0001,0001,0001,000㎡㎡㎡㎡    75757575    75,00075,00075,00075,000    

※※※※本館本館本館本館一部使用及び既一部使用及び既一部使用及び既一部使用及び既

存公共施設使用存公共施設使用存公共施設使用存公共施設使用    

※※※※東館は継続使用東館は継続使用東館は継続使用東館は継続使用    

468468468468㎡㎡㎡㎡    47474747    21,95621,95621,95621,956    御殿山会館別館修繕御殿山会館別館修繕御殿山会館別館修繕御殿山会館別館修繕    

解体撤去費解体撤去費解体撤去費解体撤去費    8,9618,9618,9618,961㎡㎡㎡㎡    21.821.821.821.8    195,3195,3195,3195,349494949    ※※※※現庁舎全て、設計費込現庁舎全て、設計費込現庁舎全て、設計費込現庁舎全て、設計費込    

備品購入費備品購入費備品購入費備品購入費    一式一式一式一式        100,000100,000100,000100,000        

引越費用引越費用引越費用引越費用    一式一式一式一式        10,10310,10310,10310,103        

概算額計概算額計概算額計概算額計            5,630,0635,630,0635,630,0635,630,063        

消費税消費税消費税消費税５５５５％増％増％増％増（（（（26262626年年年年4444月月月月：３％・：３％・：３％・：３％・27272727年年年年10101010月月月月：２％：２％：２％：２％見込見込見込見込））））    222266668888,,,,000099998888        

概算額合計概算額合計概算額合計概算額合計            5,5,5,5,888899998888,,,,161161161161        

 

 

 

 

 

 

 
※同時期に開催される「東京オリンピック」に伴い建設費（資材費・人件費等）の高騰が予想さ※同時期に開催される「東京オリンピック」に伴い建設費（資材費・人件費等）の高騰が予想さ※同時期に開催される「東京オリンピック」に伴い建設費（資材費・人件費等）の高騰が予想さ※同時期に開催される「東京オリンピック」に伴い建設費（資材費・人件費等）の高騰が予想さ

れるため、柔軟れるため、柔軟れるため、柔軟れるため、柔軟な対応が必要であります。な対応が必要であります。な対応が必要であります。な対応が必要であります。 

＜想定される＜想定される＜想定される＜想定される概算事業費概算事業費概算事業費概算事業費＞＞＞＞    

◆想定する◆想定する◆想定する◆想定する新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎のののの整備事業費整備事業費整備事業費整備事業費は、は、は、は、「約６０億円」「約６０億円」「約６０億円」「約６０億円」程度を上限と程度を上限と程度を上限と程度を上限と    

想定します。想定します。想定します。想定します。 

————    ７６７６７６７６    ————    

従って、想定する事業費従って、想定する事業費従って、想定する事業費従って、想定する事業費    



        

新新新新新新新新庁庁庁庁庁庁庁庁舎舎舎舎舎舎舎舎整整整整整整整整備備備備備備備備基基基基基基基基本本本本本本本本構構構構構構構構想想想想想想想想        

 

 

（３）（３）（３）（３）財源の検討財源の検討財源の検討財源の検討        ～～～～財政負担のシミュレーション財政負担のシミュレーション財政負担のシミュレーション財政負担のシミュレーション～～～～    
    

財源については、国からの財政支援におい財源については、国からの財政支援におい財源については、国からの財政支援におい財源については、国からの財政支援において有利な「合併特例債」て有利な「合併特例債」て有利な「合併特例債」て有利な「合併特例債」及び及び及び及び新庁舎建新庁舎建新庁舎建新庁舎建

設のための基金の活用設のための基金の活用設のための基金の活用設のための基金の活用が考えられますが考えられますが考えられますが考えられます。。。。    

なお、財源の確保に努めながら、なお、財源の確保に努めながら、なお、財源の確保に努めながら、なお、財源の確保に努めながら、一般財源額の抑制を図ります。一般財源額の抑制を図ります。一般財源額の抑制を図ります。一般財源額の抑制を図ります。    

    

    ①①①①    合併特例債の活用合併特例債の活用合併特例債の活用合併特例債の活用    
            

新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎整備整備整備整備のののの主な主な主な主な財源財源財源財源として、「として、「として、「として、「合併特例債合併特例債合併特例債合併特例債」」」」の活用を予定しています。一般的の活用を予定しています。一般的の活用を予定しています。一般的の活用を予定しています。一般的    

に庁舎建設については、国や県の補助金がないため、建設のための基金や起債事業に庁舎建設については、国や県の補助金がないため、建設のための基金や起債事業に庁舎建設については、国や県の補助金がないため、建設のための基金や起債事業に庁舎建設については、国や県の補助金がないため、建設のための基金や起債事業

で賄っていますが、この場合で賄っていますが、この場合で賄っていますが、この場合で賄っていますが、この場合にはにはにはには交付税措置はありません。交付税措置はありません。交付税措置はありません。交付税措置はありません。    

    

合併特例債は合併特例債は合併特例債は合併特例債は、、、、合併市町村が使用できる市債（借金）で、後年度に返済する元金合併市町村が使用できる市債（借金）で、後年度に返済する元金合併市町村が使用できる市債（借金）で、後年度に返済する元金合併市町村が使用できる市債（借金）で、後年度に返済する元金

と利子のと利子のと利子のと利子の 70707070％が国から地方交付税として措置される有利な市債で％が国から地方交付税として措置される有利な市債で％が国から地方交付税として措置される有利な市債で％が国から地方交付税として措置される有利な市債でありまありまありまあります。す。す。す。                        

本市の場合は、平成本市の場合は、平成本市の場合は、平成本市の場合は、平成 18 18 18 18 年の旧年の旧年の旧年の旧粟野町粟野町粟野町粟野町との合併によりとの合併によりとの合併によりとの合併により、、、、合併特例債が活用できる合併特例債が活用できる合併特例債が活用できる合併特例債が活用できる

期間は、合併から期間は、合併から期間は、合併から期間は、合併から 10101010 か年（平成か年（平成か年（平成か年（平成 27272727 年度まで）となっていましたが、東日本大震年度まで）となっていましたが、東日本大震年度まで）となっていましたが、東日本大震年度まで）となっていましたが、東日本大震

災以後の法律の改正により災以後の法律の改正により災以後の法律の改正により災以後の法律の改正によりさらにさらにさらにさらに 5555 年間延長され、平成年間延長され、平成年間延長され、平成年間延長され、平成 32323232 年度まで活用すること年度まで活用すること年度まで活用すること年度まで活用すること

が可能になりました。が可能になりました。が可能になりました。が可能になりました。        

    

新庁舎整備に合併特例債を活用するため、新庁舎整備に合併特例債を活用するため、新庁舎整備に合併特例債を活用するため、新庁舎整備に合併特例債を活用するため、庁舎整備基本構想の策定後、庁舎整備基本構想の策定後、庁舎整備基本構想の策定後、庁舎整備基本構想の策定後、「「「「鹿沼新鹿沼新鹿沼新鹿沼新

市建設計画“かぬまあわの新市まちづくりプラン”」市建設計画“かぬまあわの新市まちづくりプラン”」市建設計画“かぬまあわの新市まちづくりプラン”」市建設計画“かぬまあわの新市まちづくりプラン”」の見直しを行います。の見直しを行います。の見直しを行います。の見直しを行います。    

しかし、合併特例債といえども後年度負担を伴しかし、合併特例債といえども後年度負担を伴しかし、合併特例債といえども後年度負担を伴しかし、合併特例債といえども後年度負担を伴いますいますいますいますから、から、から、から、より一層のより一層のより一層のより一層の行政改革行政改革行政改革行政改革

の推進を図りながら、健全財政の維持に努の推進を図りながら、健全財政の維持に努の推進を図りながら、健全財政の維持に努の推進を図りながら、健全財政の維持に努めるめるめるめる必要があります必要があります必要があります必要があります。。。。    

    

    ②②②②    基金の活用基金の活用基金の活用基金の活用    
    

起債対象経費に充当されない起債対象経費に充当されない起債対象経費に充当されない起債対象経費に充当されない 5555％の事業費と起債対象外経費については、一般財％の事業費と起債対象外経費については、一般財％の事業費と起債対象外経費については、一般財％の事業費と起債対象外経費については、一般財

源が必要となるため源が必要となるため源が必要となるため源が必要となるため、「庁舎建設基金」、「庁舎建設基金」、「庁舎建設基金」、「庁舎建設基金」の積立の措置が必要となりますの積立の措置が必要となりますの積立の措置が必要となりますの積立の措置が必要となります    

    

    

    

    

 

 

 

 

    

    
    

    

    

    

    

【【【【庁舎建設基金庁舎建設基金庁舎建設基金庁舎建設基金】】】】⇒平成２⇒平成２⇒平成２⇒平成２６年度現在残高：１１６年度現在残高：１１６年度現在残高：１１６年度現在残高：１１億円億円億円億円    

————    ７７７７７７７７    ————    

 

合併市町村がまちづくり推進のため、市町村建設計画に基づいて行う事業や 

基金の積立に要する経費について、合併年度及びこれに続く10 カ年度（5か

年延長可）に限り、その財源として借入れることができる地方債（借金）です。 

合併した市町村が行う市町村建設計画に基づく事業や合併に伴い必要とな

る事業に係る経費の「95％」まで借り入れすることができ、返済額の 70％が

国からの普通交付税として措置されます。 

合併特例債合併特例債合併特例債合併特例債とはとはとはとは？？？？ 

＜用語解説＞＜用語解説＞＜用語解説＞＜用語解説＞    
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＜＜＜＜新庁舎整備事業費を６０億円と想定した場合新庁舎整備事業費を６０億円と想定した場合新庁舎整備事業費を６０億円と想定した場合新庁舎整備事業費を６０億円と想定した場合のシミュレーションのシミュレーションのシミュレーションのシミュレーション＞＞＞＞    
    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    
    

 

 

 

 

 

合併特例債の借入額に対する地方交付税算入額合併特例債の借入額に対する地方交付税算入額合併特例債の借入額に対する地方交付税算入額合併特例債の借入額に対する地方交付税算入額                                    市の実質的な負担額市の実質的な負担額市の実質的な負担額市の実質的な負担額    

＜＜＜＜約５約５約５約５1111％％％％＞＞＞＞    

地方交付税算入額地方交付税算入額地方交付税算入額地方交付税算入額    

＜約４＜約４＜約４＜約４9999％＞％＞％＞％＞    

建設基金・一般財源建設基金・一般財源建設基金・一般財源建設基金・一般財源    

    

合併特例債を活用した場合、合併特例債を活用した場合、合併特例債を活用した場合、合併特例債を活用した場合、簡単な簡単な簡単な簡単な試算で試算で試算で試算でははははありますが、総費用の約５ありますが、総費用の約５ありますが、総費用の約５ありますが、総費用の約５1111%%%%が国が国が国が国

から財政支援されます。から財政支援されます。から財政支援されます。から財政支援されます。    

従って、市は約４従って、市は約４従って、市は約４従って、市は約４9999%%%%の費用負担で本庁舎を整備することができます。の費用負担で本庁舎を整備することができます。の費用負担で本庁舎を整備することができます。の費用負担で本庁舎を整備することができます。    

    

    

    

新庁舎整備事業費６０億円新庁舎整備事業費６０億円新庁舎整備事業費６０億円新庁舎整備事業費６０億円    

（合（合（合（合    併併併併    特特特特    例例例例    債）債）債）債）    

         

             44444444 億円億円億円億円（（（（１１１１年据置年据置年据置年据置 10101010 年で返済）年で返済）年で返済）年で返済）    

＜実質充当＜実質充当＜実質充当＜実質充当率率率率    86868686％％％％＞＞＞＞    

    

【充当率限度：【充当率限度：【充当率限度：【充当率限度：95959595％・％・％・％・48.548.548.548.5 億円】億円】億円】億円】    

    

    

元利償還金の元利償還金の元利償還金の元利償還金の70707070％を％を％を％を    

普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税の基準財の基準財の基準財の基準財    

政需要額に算入。政需要額に算入。政需要額に算入。政需要額に算入。    

対象事業費対象事業費対象事業費対象事業費    

（整備費の（整備費の（整備費の（整備費の 85%85%85%85%）））） 

51515151 億円億円億円億円    

 

対象外対象外対象外対象外    

(15(15(15(15％％％％))))    

9999 億円億円億円億円 

一般財源一般財源一般財源一般財源            一般財源一般財源一般財源一般財源    

9999億円億円億円億円    

    

７７７７億円億円億円億円            庁舎庁舎庁舎庁舎建設建設建設建設基金基金基金基金    
                                                                                ９９９９億円億円億円億円    

＜＜＜＜14141414％＞％＞％＞％＞                

    

建設建設建設建設基金基金基金基金    

        ２億円２億円２億円２億円    

一般財源一般財源一般財源一般財源    

        ５億円５億円５億円５億円    

合併特例債可能額：合併特例債可能額：合併特例債可能額：合併特例債可能額：４４４４４４４４億億億億円円円円    

————    ７８７８７８７８    ————    

整備事業費における自己負担率整備事業費における自己負担率整備事業費における自己負担率整備事業費における自己負担率 
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【【【【市債の健全化市債の健全化市債の健全化市債の健全化】】】】    ～～～～～～～～鹿沼市第４期鹿沼市第４期鹿沼市第４期鹿沼市第４期「「「「財政健全化推進計画財政健全化推進計画財政健全化推進計画財政健全化推進計画」」」」によりによりによりにより～～～～～～～～    

    

    

    

    ■■■■市債借入を抑制し、特に「建設事業債」については、５年間の発行額の上限を市債借入を抑制し、特に「建設事業債」については、５年間の発行額の上限を市債借入を抑制し、特に「建設事業債」については、５年間の発行額の上限を市債借入を抑制し、特に「建設事業債」については、５年間の発行額の上限を

「「「「100100100100 億円、年平均億円、年平均億円、年平均億円、年平均 20202020 億円以内」としてい億円以内」としてい億円以内」としてい億円以内」としていますますますます。。。。    

    

■■■■起債制限をするための指標である実質公債費比率起債制限をするための指標である実質公債費比率起債制限をするための指標である実質公債費比率起債制限をするための指標である実質公債費比率（平成（平成（平成（平成 24242424 年度：年度：年度：年度：4.64.64.64.6％）％）％）％）は、は、は、は、

元利償還金が普通交付元利償還金が普通交付元利償還金が普通交付元利償還金が普通交付税の基準財政需要額に措置される有利な起債の活用を図税の基準財政需要額に措置される有利な起債の活用を図税の基準財政需要額に措置される有利な起債の活用を図税の基準財政需要額に措置される有利な起債の活用を図

りながら、りながら、りながら、りながら、「「「「5555％」％」％」％」を目指しています。を目指しています。を目指しています。を目指しています。    

        

・・・・・・・・・・・・自治体の借金である市債の状況を把握するための指標として，公債費負担自治体の借金である市債の状況を把握するための指標として，公債費負担自治体の借金である市債の状況を把握するための指標として，公債費負担自治体の借金である市債の状況を把握するための指標として，公債費負担

比率が用いられ比率が用いられ比率が用いられ比率が用いられますますますます。公債費負担比率。公債費負担比率。公債費負担比率。公債費負担比率（平成（平成（平成（平成 24242424 年度：年度：年度：年度：13.713.713.713.7％）％）％）％）はははは、、、、市市市市

債の元利償還に充てられた一般財源の一般財源総額に対する割合を示す債の元利償還に充てられた一般財源の一般財源総額に対する割合を示す債の元利償還に充てられた一般財源の一般財源総額に対する割合を示す債の元利償還に充てられた一般財源の一般財源総額に対する割合を示す

指標であり，財政構造の弾力性を判断するものであ指標であり，財政構造の弾力性を判断するものであ指標であり，財政構造の弾力性を判断するものであ指標であり，財政構造の弾力性を判断するものでありますりますりますります。。。。    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

    

    
    

    

    

    

    

    

一般的に一般的に一般的に一般的に２２２２５％以上で警戒ライン５％以上で警戒ライン５％以上で警戒ライン５％以上で警戒ライン、３５、３５、３５、３５％以上％以上％以上％以上で危険ラインとされていで危険ラインとされていで危険ラインとされていで危険ラインとされています。ます。ます。ます。 

————    ７９７９７９７９    ————    

 

地方債の発行に伴う毎年度の元利償還金（公債費）に充当された一般財源の

一般財源総額に対する割合を言います。その率が高いほど，財政運営の硬直性

の高まりを示す比率です。 

一般的に 15％以上で警戒ライン、20％以上で危険ラインとされています。 

公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率とはとはとはとは？？？？ 

＜用語解説＞＜用語解説＞＜用語解説＞＜用語解説＞    

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 
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   ■鹿沼市の場合、健全化判断比率の鹿沼市の場合、健全化判断比率の鹿沼市の場合、健全化判断比率の鹿沼市の場合、健全化判断比率の 1111 つである実質公債費比率については、県内つである実質公債費比率については、県内つである実質公債費比率については、県内つである実質公債費比率については、県内

でも良好なものとなっていでも良好なものとなっていでも良好なものとなっていでも良好なものとなっていますますますます。。。。    

    

■■■■新庁舎建設による市債を含め、公債費負担比率を推計すると警戒ラインである新庁舎建設による市債を含め、公債費負担比率を推計すると警戒ラインである新庁舎建設による市債を含め、公債費負担比率を推計すると警戒ラインである新庁舎建設による市債を含め、公債費負担比率を推計すると警戒ラインである    

１５％以下を推移するものと予想され，適正な水準となってい１５％以下を推移するものと予想され，適正な水準となってい１５％以下を推移するものと予想され，適正な水準となってい１５％以下を推移するものと予想され，適正な水準となっていますますますます。。。。    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

このこのこのこの「「「「財政健全化推進計画財政健全化推進計画財政健全化推進計画財政健全化推進計画」の」の」の」の範囲内の調整により、市の財政は「厳しい財政状範囲内の調整により、市の財政は「厳しい財政状範囲内の調整により、市の財政は「厳しい財政状範囲内の調整により、市の財政は「厳しい財政状

況の中でも運営可能な水準」を維況の中でも運営可能な水準」を維況の中でも運営可能な水準」を維況の中でも運営可能な水準」を維持できると考えら持できると考えら持できると考えら持できると考えられますれますれますれます。。。。 

————    ８０８０８０８０    ————    

起債関係比率の推移起債関係比率の推移起債関係比率の推移起債関係比率の推移
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